
10 
21% 

4 
9% 

33 
70% 

7 
47% 

2 
13% 

6 
40% 

特別区の設置に係る各政党の制度改正案に関する調査結果 

全般的事項 

設問１ 東京都以外に特別区を設置する制度を法律で設ける必要があるか？ 

①必要がある 

②必要はない 

③その他 

①必要がある 

②必要はない 

③その他 

指定都市を有する１５団体の回答 

全４７都道府県の回答 

                             

                             

・制度の内容次第であり、必要と考える道府県が選択できる制度であれば必要。 

・大都市問題は、制度的解決よりも、県市の密接な連携により、相当程度解決できる。 

・国地方の役割分担や地方自治制度全体のあり方を含めて議論すべき。                                         

設問１ その他意見 （抜粋要約） 
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設問２ 必要がある理由は？（設問１で「①必要がある」と答えた１０団体） 

1 
8% 

5 
38% 1 

8% 

④その他 

6 
46% 

１０団体のうち 

指定都市を有する７団体の回答 

１０団体の回答 

1 
10% 

3 
30% 1 

10% 

④その他 

5 
50% 

①二重行政 

の解消 

①二重行政 

の解消 

②権限・財源配分

の自主性 

②権限・財源配分

の自主性 

③特別区に対する 

住民自治の担保 

③特別区に対する 

住民自治の担保 

                             

                             

・まずは現行制度において運用面での解決に取り組むべきだが、その上で解決できない解題に対して制

度改正を検討するのが基本。 

・二重行政的なものを制度的に解決するとともに、地域の実情に応じて地域が自主的に行政体制を選択

できる制度にすべき。                                            

設問２ その他意見（抜粋要約） 

（注）指定都市を有する団体のうち、２団体が２項目以上回答したため、団体数と円グラフ内件数の総数が一致しない。 
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設問３ 必要がない理由は？（設問１で「①必要はない」と答えた４団体） 

2 
50% 

 0 
0% 

1 
 25% 

④その他 

1 
25% 

４団体のうち 

指定都市を有する２団体の回答 

４団体の回答 

1 
50% 

0 
0% 

0 
0% 

④その他 

1 
50% 

①現行制度内で 

運用により解決 

②現行の大都市制度で

問題は生じていない 

③自都道府県に 

大都市なし 

                             

                             

・地域主権の確立は、都道府県を越えた広域の道州制を導入したうえで、基礎自治体が自立する方向で

進めていくべき。  

                                           

設問３ その他意見（抜粋要約） 

①現行制度内で 

運用により解決 

②現行の大都市

制度で問題は 

生じていない 

③自都道府県に 

大都市なし 
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2 
13% 

10 
67% 

③未回

答 

3 
20% 

対象とする地域について 

設問４ 大阪等に限定すべきか？ 

4 
9% 

18 
38% 

③未回答 

25 
53% 

指定都市を有する１５団体の回答 

全４７都道府県の回答 

①法律上 

限定すべき 

①法律上 

限定すべき 

②一般的な制

度とすべき 

②一般的な

制度とすべき 

                         

     

・地域の問題は、地域に実情により地域が判断すべきだが、大都市制度については、特別区を設けるに

ふさわしい大都市に限るべき。 

・地域主権改革の趣旨を踏まえ、地域が自主的に決定できる制度にすべき。 

・制度創設目的等を整理したうえで、対象地域も検討すべき。  
                                        

設問４ 上記回答をした理由（抜粋要約） 
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5 
 50% 

 1 
10% 

3 
30% 

④その他 

1 
10% 

設問５ 対象地域についての要件は？ （設問４で「②一般的な制度とすべき」と答えた１８団体） 

①指定都市要件あり

＋人口要件あり 

１７団体のうち 

指定都市を有する１０団体の回答 

１８団体の回答 

9 
50% 

1 
5% 

3 
 17% 

④その他 

4 
 22% 

⑤未回答 

 1 
6% 

②指定都市要件あり

＋人口要件なし 

③指定都市要件なし

＋人口要件なし  

①指定都市要件あり

＋人口要件あり 

②指定都市要件あり

＋人口要件なし 

③指定都市要件なし 

＋人口要件なし  

                         

     

・大都市が自らの実態に合わせて対象地域を自ら決定できる制度が適当。  

・政令指定都市の有無にかかわらず複数市町村の人口規模での要件の設定は必要。  

・大都市地域はさまざまなので、対象とする地域を十分に議論したうえで定めるべき。 
                                        

設問５ その他意見（抜粋要約） 
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全般的事項

特別区への移行に関する手続について 

（件数） 設問６ 法定化すべき手続は？ 

10 

11 

7 

3 

2 

6 

2 

7 

6 

7 

18 

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 

①協議会の設置に当たっての道府県 

及び関係市町村の議会の議決 

②移行に関する計画の作成に当たっての 

総務大臣との事前協議 

③移行に関する計画に対する道府県 

及び関係市町村の議会の議決 

④関係市町村の選挙人による住民投票 

⑤その他 

⑥未回答 

指定都市を有する団体 それ以外の団体 

16 

2 

20 

10 

13 

18 

※複数回答可 

                         

     

・都市の実態にあわせて地方が自らの自治のあり方を考え、その発意が尊重される手続とすること。 

・住民投票の実施は各自治体の条例で決定できるようにすべき。 

・地域主権改革の考え方に基づき、国の関与をできる限り少なく、地方の意見がより尊重されるべき。 
                                        

設問６ その他意見（抜粋要約） 

全４７都道府県の回答 
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①法定化

すべき 

10 
 67% 

②法定化

すべき 

ではない 

1 
 6% 

③未回答 

4 
 27% 

都と特別区の権限配分及び財政調整について  

設問７ 協議により自主的に決定できる制度を法定化すべきか？ 

指定都市を有する１５団体の回答 

全４７都道府県の回答 

①法定化 

すべき 

17 
36% 

②法定化 

すべき 

ではない 

3 
6% 

③未回答 

27 
58% 

                         

     

・地域の実情に応じて自主的に決定できるようにすべき。 

・現行制度は整合性の取れた制度。権限移譲も可能で、基礎自治体の充実が図られている。 

・地域主権の観点からむしろ法定化すべきではない。 
                                        

設問７ 上記回答をした理由（抜粋要約） 
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10 

10 

9 

6 

7 

6 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

①都と特別区の間 

での事務の配分 

②都と特別区の間 

での財政調整制度 

（税源配分を除く） 

③都と特別区の間 

での税源の配分 

指定都市を有する団体 それ以外の団体 

設問８ 何を法定化すべきか？ （設問７で「①法定化すべき」と答えた１７団体） 

 

※複数回答可 

16 

15 

17 

                         

     

・地域の実情に応じて広く自主的に決定できるようにすべき。 

・財政調整制度及び税源配分については他の地域への影響を十分考慮すべき。 

・税源のあり方等について、国として一定の考え方を示す必要ある。 
                                        

設問８ 上記回答をした理由（抜粋要約） 

１７団体の回答 

8 / 10 ページ



2 
20% 

②その他 

8 
 80% 

設問９ 都と特別区でどう財源調整すべきか？ （設問８で「①事務配分」と回答した１６団体） 

１６団体のうち 

指定都市を有する１０団体の回答 

１６団体の回答 

6 
37% 

②その他 

10 
63% 

①現行の東京都の 

都区財政調整制度と同様  

①現行の東京都の 

都区財政調整制度と同様  

                         

     

・地域がその実情に応じて自主的に決められる制度とすべき。 

・地方交付税の不交付団体においても現行の都区財政調整制度が機能するか検討が必要。 

・新たな都区は現在の東京都とは財政状況などが大きく異なるため、現行の都区財政調整制度とは切り

離して検討すべき。 

・現行の都区財政調整制度に限らず、地方交付税等を通じて確実に調整する方法を講ずべき。 
                                        

設問９ その他意見（抜粋要約） 
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設問９　その他意見

 

（積極的意見） 

・速やかな法案の成立を望む。 

・各政党の都構想に関する制度改正の検討の取組を大いに期待。 
 

（慎重意見） 

・本来、国、地方の役割分担のあり方を一体的に検討する必要がある。 
 

・現行の大都市制度において、どのような課題が存在するのか、その解決に法改正が必要なのか、住民

にとって何が最良の制度なのかという地方行政制度の基本的なあり方をまず検討すべき。 
 

・都道府県のあり方とあわせて検討する必要。 
 

・中小都市を含め地域の特性に合わせた多様な自治の推進という視点で改善されるべき。 
 

・当該地域で完結する制度とすべきで、財政調整制度は他の地域に影響を及ぼさないように制度設計を

すべき。 
 

・手続的な内容がクローズアップされており、地方分権・地域主権改革を実現していく方策が足りない。 
 

・多分に大阪固有の問題であると認識。 
 

（判断保留） 

・現段階で法制定の是非を判断することはできない。 
 

（その他） 

・政争の具として語られるべきではない。 
 

設問10 各政党の制度改正案に対する自由意見（抜粋要約） 
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